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若年・子育て世帯、高齢者世帯など、ライフステージに応じて変化する居住

ニーズに対応した誰もが安心して暮らすことができる住まいの確保を目指す。 

このため、若年・子育て世帯が希望する住宅を選択・確保できる環境や地域

ぐるみで子どもを育む環境を整備することにより、若年・子育て世帯が安心し

て暮らすことができる住生活を実現する。 

また、サービス付き高齢者向け住宅等の整備促進などにより、高齢者が自立

して暮らすことができる住生活を実現する。 

さらに、住宅セーフティネット機能を強化することにより、高齢者・障害者・

外国人世帯など多様な世帯が安心して暮らすことができる共生社会の実現を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．安心して暮らせる住まいの確保と共生社会の実現 

 

 

 

 
 

【住宅・建築生産性向上促進事業 国費：7.13 億円（1.00 倍）】 

【住宅ストック維持・向上促進事業 国費：8.56 億円（1.00 倍）】 

【長期優良住宅化リフォーム推進事業 国費：45 億円（1.00 倍）】 

【住宅資産としての戸建て住宅利活用促進事業 国費：0.6 億円（皆増）】 

【社会資本整備総合交付金等の内数】 

【優良建築物等整備事業の内数（複数棟改修型）】 
 

消費者が安心して既存住宅の取得やリフォームを行うことができるよう、

安心Ｒ住宅制度や住宅リフォーム事業者団体登録制度等の既存住宅流通・リ

フォーム市場の活性化に向けた施策の普及を進める取組を支援する。 

また、良質な住宅ストックが市場において適正に評価される市場環境の構

築に向け、関係者が連携し、インスペクション等を活用した住宅ストックの

維持向上・評価・流通・金融等の一体的な仕組みの開発・普及を進める取組

に対する支援のほか、既存住宅取得時に行うリフォームに対する支援を行う。 

さらに、空き家の７割以上を占め、既存住宅流通も伸び悩みがみられる戸

建て住宅を資産として利活用し、将来の更なる空き家化を予防するため、買

取再販やリースバック※等の多様な選択肢を利用できる環境の整備を図る。 

このほか、既存ストックの質の向上を促進し、良好な市街地環境の整備を

推進するため、面的な取組を含め、既存住宅・建築物ストックの性能向上の

ための改修やリノベーションを行う取組に対する支援を行う。 

※所有している住宅を売却し、その後リース契約を行うことで、同住宅に居住し続けることを

可能とする取引手法 

 
 

 

 

 

 

  

（３）既存ストックの有効活用・市場の活性化 

＜既存住宅流通・リフォーム市場の活性化に向けた施策＞ 

－ 13 －
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３．安心して暮らせる住まいの確保と共生社会の実現 
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＜既存住宅流通・リフォーム市場の活性化に向けた施策＞ 
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【スマートウェルネス住宅等推進事業 国費：275 億円（1.00 倍)】 

【地域居住機能再生推進事業 国費：513.86 億円（1.75 倍）】 

【公営住宅整備費等補助 国費：18 億円（1.13 倍）】 

【特定施策賃貸住宅ストック総合改善等事業 国費：48 億円（0.96 倍）】 

【社会資本整備総合交付金等の内数（住宅市街地総合整備事業）】 

  

自立した生活から医療や介護のサポートが必要となる生活まで、地域にお

ける高齢者の多様な居住ニーズに適切に対応できるよう、サービス付き高齢

者向け住宅の整備や、介護予防、健康増進、多世代交流等を考慮したモデル

的な住環境整備、公的賃貸住宅の建替えや改修と併せて高齢者生活支援施設

等を導入する取組等に対する支援を行う。 

また、居住者の高齢化等により多様な世代の暮らしの場として課題が生じ

ている住宅団地について、生活利便施設や就業の場等の多様な機能を導入す

る取組と連携して、地域のまちづくり活動、既存ストックを活用した高齢

者・子育て世帯の生活支援施設等の整備等に対する総合的な支援を行う。 

さらに、高齢者・子育て世帯等が安心して住み続けられる環境の整備を図

るため、既存のＵＲ（都市再生機構）団地を活用して、医療・福祉施設の誘

致による地域の医療福祉拠点化、既存ストックのバリアフリー改修等、高齢

者世帯向け住宅等の供給に対する支援を行う。 

加えて、高齢者の住まいと生活環境の整備を計画的に進められるよう、中

心市街地において、サービス付き高齢者向け住宅の整備と市街地再開発事業

等の一体的な整備を推進する。 

 

 

 

 

 

＜スマートウェルネス住宅等推進事業のイメージ＞ 

（２）高齢者が自立して生活できる住生活の実現 

 

 

 

 
 

        【地域居住機能再生推進事業 国費：513.86 億円（1.75 倍）】 

【公営住宅整備費等補助 国費：18 億円（1.13 倍）】 

【スマートウェルネス住宅等推進事業 国費：275 億円（1.00 倍）】 

【長期優良住宅化リフォーム推進事業 国費：45 億円（1.00 倍）】 

【優良住宅整備促進等事業費補助 国費：287.21 億円（1.07 倍）】 

【社会資本整備総合交付金等の内数（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業）】 

 

公的賃貸住宅の建替えや改修と併せて子育て支援施設等を導入する取組へ

の支援を行うとともに、民間事業者による子育てや多世代交流等を考慮した

先導的な住環境整備に係る取組に対する支援を行う。 

また、子育てしやすい住まいや高齢期に備えた住まいへのリフォームに対

する支援を行う。 

さらに、子育て支援に積極的な地方公共団体と住宅金融支援機構が連携し、

近居等のための住宅取得に対して、地方公共団体による財政的支援と併せて、

住宅金融支援機構のフラット 35 の金利引下げを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜子育て支援施設等の導入を伴う公的賃貸住宅の建替えや改修のイメージ＞ 

（１）若年・子育て世帯が安心して暮らすことができる住生活の実現 

－ 15 －
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公的賃貸住宅の建替えや改修と併せて子育て支援施設等を導入する取組へ

の支援を行うとともに、民間事業者による子育てや多世代交流等を考慮した

先導的な住環境整備に係る取組に対する支援を行う。 

また、子育てしやすい住まいや高齢期に備えた住まいへのリフォームに対

する支援を行う。 

さらに、子育て支援に積極的な地方公共団体と住宅金融支援機構が連携し、

近居等のための住宅取得に対して、地方公共団体による財政的支援と併せて、

住宅金融支援機構のフラット 35 の金利引下げを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜子育て支援施設等の導入を伴う公的賃貸住宅の建替えや改修のイメージ＞ 

（１）若年・子育て世帯が安心して暮らすことができる住生活の実現 

－ 16 －



 

 

 

 

 

 

改正建築物省エネ法等を踏まえ、住宅・建築物の省エネ化・長寿命化を進め

るとともに、これらの良質なストック形成を支える住宅産業の生産性向上・担

い手確保や成長分野への事業展開を目指す。 

このため、省エネ性能の高い住宅の整備や、住宅・建築物の省エネ改修等を

推進する。 

また、住宅・建築分野においても、建築物の生産・維持管理プロセス全体で

一貫した BIM の活用の推進等、生産性の向上を図るとともに、住宅・建築関係

手続きの一層の効率化に向け、オンライン化を推進する。 

さらに、木造住宅・都市木造建築物を担う人材育成等の生産体制強化を進め

るほか、地域経済を支える良質な木造住宅の整備の推進、CLT 等や地域の気候

風土に応じた木造建築技術等を活用した先導的な取組に対する支援により、木

造住宅・建築物産業の振興を図る。 

 加えて、住宅・建築分野における我が国企業の国際展開の促進に向け、新興

国等への事業展開に関する環境整備等への支援を強化する。 

  

４．住宅・建築物の質の向上とそれを支える住宅産業の生産

性と成長力の引上げ加速 

 

 

 

 

 

【スマートウェルネス住宅等推進事業 国費：275 億円 (1.00 倍)】 

【公的賃貸住宅家賃対策補助 国費：130.91 億円（1.27 倍）】 

【共生社会実現に向けた住宅セーフティネット機能強化・推進事業  国費：15.12 億円（皆増）】 

【社会資本整備総合交付金等の内数（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業）】 

 

子育て世帯や高齢者世帯などの住宅確保要配慮者の居住の安定を確保する

ため、住宅セーフティネット法に基づく住宅確保要配慮者の入居を拒まない

賃貸住宅について、高齢者世帯等に対応した改修や入居者負担の軽減への支

援を行うとともに、居住支援協議会等による居住支援活動等に対する支援を

行う。 

また、民間のノウハウを活用し効率的に事業を行うため、公的賃貸住宅団

地の建替え等において PPP／PFI の活用を推進するとともに、小規模な地方公

共団体による取組に対する支援を行う。 

さらに、外国人も含めた住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居円滑化

に向けた支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）多様な世帯が安心して暮らすことができる住宅セーフティネット

機能の強化 

＜新たな住宅セーフティネット制度のイメージ＞ 

－ 17 －



 

 

 

 

 

 

改正建築物省エネ法等を踏まえ、住宅・建築物の省エネ化・長寿命化を進め

るとともに、これらの良質なストック形成を支える住宅産業の生産性向上・担

い手確保や成長分野への事業展開を目指す。 

このため、省エネ性能の高い住宅の整備や、住宅・建築物の省エネ改修等を

推進する。 

また、住宅・建築分野においても、建築物の生産・維持管理プロセス全体で

一貫した BIM の活用の推進等、生産性の向上を図るとともに、住宅・建築関係

手続きの一層の効率化に向け、オンライン化を推進する。 

さらに、木造住宅・都市木造建築物を担う人材育成等の生産体制強化を進め

るほか、地域経済を支える良質な木造住宅の整備の推進、CLT 等や地域の気候

風土に応じた木造建築技術等を活用した先導的な取組に対する支援により、木

造住宅・建築物産業の振興を図る。 

 加えて、住宅・建築分野における我が国企業の国際展開の促進に向け、新興

国等への事業展開に関する環境整備等への支援を強化する。 

  

４．住宅・建築物の質の向上とそれを支える住宅産業の生産

性と成長力の引上げ加速 

 

 

 

 

 

【スマートウェルネス住宅等推進事業 国費：275 億円 (1.00 倍)】 

【公的賃貸住宅家賃対策補助 国費：130.91 億円（1.27 倍）】 

【共生社会実現に向けた住宅セーフティネット機能強化・推進事業  国費：15.12 億円（皆増）】 

【社会資本整備総合交付金等の内数（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業）】 

 

子育て世帯や高齢者世帯などの住宅確保要配慮者の居住の安定を確保する

ため、住宅セーフティネット法に基づく住宅確保要配慮者の入居を拒まない

賃貸住宅について、高齢者世帯等に対応した改修や入居者負担の軽減への支

援を行うとともに、居住支援協議会等による居住支援活動等に対する支援を

行う。 

また、民間のノウハウを活用し効率的に事業を行うため、公的賃貸住宅団

地の建替え等において PPP／PFI の活用を推進するとともに、小規模な地方公

共団体による取組に対する支援を行う。 

さらに、外国人も含めた住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居円滑化

に向けた支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）多様な世帯が安心して暮らすことができる住宅セーフティネット

機能の強化 

＜新たな住宅セーフティネット制度のイメージ＞ 

－ 18 －



 

 

 

 
 

【住宅・建築生産性向上促進事業 国費：7.13 億円（1.00 倍）】 

【BIM を活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業 国費：3億円（皆増）】 

【建築物の生産・維持管理の高度化推進経費 国費：0.12 億円（1.09 倍）】 

【建築情報システム高度化促進事業 国費：0.4 億円（1.12 倍）】 

【住宅瑕疵担保履行制度に係る行政手続きの円滑化に関する経費 国費：0.42 億円(皆増)】 

【住宅建築技術国際展開支援事業 国費：1.47 億円（1.26 倍）】 

【住宅建築基準・制度に関する国際分析調査 国費：0.18 億円（1.00 倍）】 

 

住宅・建築分野における業務効率化や生産性向上を進めるため、住宅・建

築物の設計・施工・維持管理等に係る生産性向上に資する新技術・サービス

の開発・実証に対する支援を行うとともに、官民一体で構成する建築 BIM 推

進会議において、建築物の生産・維持管理プロセス全体で一貫して BIM を利

用可能とするための標準フォーマットや各生産主体の役割分担の議論を行い、

併せて、議論の成果を実際の建築プロジェクトに活用し、課題や改善方策の

報告を行う事業に対し、その掛かり増し費用を支援する。 

また、住宅・建築関係手続きの一層の効率化に向け、更なるオンライン化

を推進するため、電子的に建築確認申請を行うことが可能なシステムの整備

に対する支援を行うとともに、住宅瑕疵担保履行法に基づく基準日届出手続

きについて電子申請のシステムを整備する。 

さらに、住宅・建築分野の国際展開を促進するため、新興国等の住宅建築

基準・制度に関する調査・分析を行うとともに、所管する独立行政法人とも

一層連携し、新興国等への事業展開に関するフィージビリティスタディ、新

興国政府職員等に対する研修会の開催等に対する支援を行う。  

 

＜BIM を活用した設計のイメージ＞ 

 

 
 

 

（２）住宅・建築分野における生産性向上・国際展開 

 

 

 

 
 

【省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備事業 国費：8億円（1.31 倍）】 

【環境・ストック活用推進事業 国費：114.42 億円（1.15 倍）】 

【地域型住宅グリーン化事業 国費：135 億円（1.04 倍）】 

【防災・省エネまちづくり緊急促進事業 国費：96.55 億円（1.28 倍）】 

【長期優良住宅化リフォーム推進事業 国費：45 億円（1.00 倍）】 

 

パリ協定を踏まえた地球温暖化対策計画における 2030 年度の民生部門（業

務・家庭部門）の CO2 削減目標の達成に向け、改正建築物省エネ法が本年 5

月に公布された。また、本年 6 月には「パリ協定に基づく成長戦略としての

長期戦略」が閣議決定され、2050 年以降の高い目標も示された。 

これらの目標達成等に向けて、改正建築物省エネ法の周知・徹底等による

省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備や、サステナブルな社会の形成

に資するリーディングプロジェクト、中小工務店等の連携によるゼロ・エネ

ルギー住宅（ZEH）をはじめとした省エネ性能の高い住宅の整備、住宅・建築

物の省エネ改修等に対する支援を行う。 

さらに、既存住宅の部分的・効率的な省エネ改修手法（改修による ZEH 化

等）の実証・検証や、住宅情報提供サイトとの連携による想定光熱費等によ

る省エネ性能表示の普及促進、地域の気候風土に応じた環境負荷の低減を図

るモデル的な取組等を通じて、更なる省エネ対策の充実を図る。 

加えて、住宅の長寿命化に向けて、長期優良住宅化リフォームや中小工務

店等の連携による長期優良住宅の整備に対する支援を行う。 

 

 

  

（１）住宅・建築物の省エネ化・長寿命化の推進 

－ 19 －



 

 

 

 
 

【住宅・建築生産性向上促進事業 国費：7.13 億円（1.00 倍）】 

【BIM を活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業 国費：3億円（皆増）】 

【建築物の生産・維持管理の高度化推進経費 国費：0.12 億円（1.09 倍）】 

【建築情報システム高度化促進事業 国費：0.4 億円（1.12 倍）】 

【住宅瑕疵担保履行制度に係る行政手続きの円滑化に関する経費 国費：0.42 億円(皆増)】 

【住宅建築技術国際展開支援事業 国費：1.47 億円（1.26 倍）】 

【住宅建築基準・制度に関する国際分析調査 国費：0.18 億円（1.00 倍）】 

 

住宅・建築分野における業務効率化や生産性向上を進めるため、住宅・建

築物の設計・施工・維持管理等に係る生産性向上に資する新技術・サービス

の開発・実証に対する支援を行うとともに、官民一体で構成する建築 BIM 推

進会議において、建築物の生産・維持管理プロセス全体で一貫して BIM を利

用可能とするための標準フォーマットや各生産主体の役割分担の議論を行い、

併せて、議論の成果を実際の建築プロジェクトに活用し、課題や改善方策の

報告を行う事業に対し、その掛かり増し費用を支援する。 

また、住宅・建築関係手続きの一層の効率化に向け、更なるオンライン化

を推進するため、電子的に建築確認申請を行うことが可能なシステムの整備

に対する支援を行うとともに、住宅瑕疵担保履行法に基づく基準日届出手続

きについて電子申請のシステムを整備する。 

さらに、住宅・建築分野の国際展開を促進するため、新興国等の住宅建築

基準・制度に関する調査・分析を行うとともに、所管する独立行政法人とも

一層連携し、新興国等への事業展開に関するフィージビリティスタディ、新

興国政府職員等に対する研修会の開催等に対する支援を行う。  

 

＜BIM を活用した設計のイメージ＞ 

 

 
 

 

（２）住宅・建築分野における生産性向上・国際展開 

 

 

 

 
 

【省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備事業 国費：8億円（1.31 倍）】 

【環境・ストック活用推進事業 国費：114.42 億円（1.15 倍）】 

【地域型住宅グリーン化事業 国費：135 億円（1.04 倍）】 

【防災・省エネまちづくり緊急促進事業 国費：96.55 億円（1.28 倍）】 

【長期優良住宅化リフォーム推進事業 国費：45 億円（1.00 倍）】 

 

パリ協定を踏まえた地球温暖化対策計画における 2030 年度の民生部門（業

務・家庭部門）の CO2 削減目標の達成に向け、改正建築物省エネ法が本年 5

月に公布された。また、本年 6 月には「パリ協定に基づく成長戦略としての

長期戦略」が閣議決定され、2050 年以降の高い目標も示された。 

これらの目標達成等に向けて、改正建築物省エネ法の周知・徹底等による

省エネ住宅・建築物の整備に向けた体制整備や、サステナブルな社会の形成

に資するリーディングプロジェクト、中小工務店等の連携によるゼロ・エネ

ルギー住宅（ZEH）をはじめとした省エネ性能の高い住宅の整備、住宅・建築

物の省エネ改修等に対する支援を行う。 

さらに、既存住宅の部分的・効率的な省エネ改修手法（改修による ZEH 化

等）の実証・検証や、住宅情報提供サイトとの連携による想定光熱費等によ

る省エネ性能表示の普及促進、地域の気候風土に応じた環境負荷の低減を図

るモデル的な取組等を通じて、更なる省エネ対策の充実を図る。 

加えて、住宅の長寿命化に向けて、長期優良住宅化リフォームや中小工務

店等の連携による長期優良住宅の整備に対する支援を行う。 

 

 

  

（１）住宅・建築物の省エネ化・長寿命化の推進 

－ 20 －



 

 

 
 
 
 

 

消費税率の引上げに伴う住宅取得に係る給付措置等の取扱いについては、予

算編成過程で検討する。 

 

 

５．消費税率引上げに伴う需要変動への対応 

 

 

 

 
 

【木造住宅・都市木造建築物における生産体制整備事業 国費：5.9 億円（皆増）】 

【地域型住宅グリーン化事業 国費：135 億円（1.04 倍）】 

【環境・ストック活用推進事業 国費：114.42 億円（1.15 倍）】 

 

木造住宅の担い手である大工技能者の減少・高齢化が進む中、木造住宅や

都市部における非住宅や中高層の木造建築物の生産体制の整備を図るため、

民間団体等が行う大工技能者の確保・育成の取組や拡大余地のある都市木造

建築物を担う設計者の育成・サポート等の取組に対する支援を行う。 

また、地域の中小工務店が、資材の供給者と協力して行う省エネ性能や耐

久性に優れた木造住宅等の整備に対する支援を行う。 

さらに、CLT 等新たな木造建築技術を活用した住宅・建築物の整備や、地域

の気候風土に応じて環境負荷の低減を図るモデル的な木造住宅等の建設に対

する支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（３）地域の良質な木造住宅・建築物の生産体制の強化等 

－ 21 －



 

 

 
 
 
 

 

消費税率の引上げに伴う住宅取得に係る給付措置等の取扱いについては、予

算編成過程で検討する。 

 

 

５．消費税率引上げに伴う需要変動への対応 

 

 

 

 
 

【木造住宅・都市木造建築物における生産体制整備事業 国費：5.9 億円（皆増）】 

【地域型住宅グリーン化事業 国費：135 億円（1.04 倍）】 

【環境・ストック活用推進事業 国費：114.42 億円（1.15 倍）】 

 

木造住宅の担い手である大工技能者の減少・高齢化が進む中、木造住宅や

都市部における非住宅や中高層の木造建築物の生産体制の整備を図るため、

民間団体等が行う大工技能者の確保・育成の取組や拡大余地のある都市木造

建築物を担う設計者の育成・サポート等の取組に対する支援を行う。 

また、地域の中小工務店が、資材の供給者と協力して行う省エネ性能や耐

久性に優れた木造住宅等の整備に対する支援を行う。 

さらに、CLT 等新たな木造建築技術を活用した住宅・建築物の整備や、地域

の気候風土に応じて環境負荷の低減を図るモデル的な木造住宅等の建設に対

する支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（３）地域の良質な木造住宅・建築物の生産体制の強化等 
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